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要

　

旨

　

わが国における医療秘書の事象研究を進展させ、 将来

的に医療秘書教育モデルとしての 「医療秘書人材育成プ

ログラム」 の作成を目標に、 医療機関の管理者および研

究者 （全国７，８６８人） を対象とした郵送調査およびイン

タビュー調査を２００７年に実施し、 そこから医療秘書の

実態を把握することを試みた。 本稿では、 そのうち、 研

究者の秘書について分析・考察を行った。

　

まず、 質問紙調査からは、 医療秘書の雇用は臨時の形

態が多いこと、 業務内容としては企業と共通した秘書業

務もあるが、 診療・研究・教育機関に特有の業務が多い

ことを確認した。 また医療秘書に求められる知識ｏ技能・

資格ｏ適性ｏ資質などについては、 企業の秘書と共通す

る要素が多く確認された。 次に、 インタビュー調査 （対

象５件） では、 環境変化、 雇用、 人材教育、 展望につい

て質問を行った。 医療秘書の採用に関しては、 雇用に関

する問題を解決することが重要であり、 ①人件費、 ②安

定した雇用 （正規採用）、 ③任期ｏ継続年数、 という三

つの要素が明確になった。

　

医療秘書の業務内容および期待・ニーズなどに対する

医療秘書教育のポイントをまとめると、 人間性ｏ社会性ｏ

教養ｏ語学力ｏ専門性 （医療分野）、 守秘義務などの点

があげられる。 これらの中で、 多くのものは従来からの

秘書教育ｏビジネス実務教育の中に含まれているが、 医

療を取り巻く環境の変化ｏリスクへの対応などを考えた

場合、 いっそう専門的な教育が望まれるであろう。 医療

秘書は、 研究者の秘書であっても、 患者の個人情報など

に接する機会は多く、 他の医療系職種と同様、 医療に対

する責任感と倫理観が必要とされる．。 また、 医療秘書の

採用にあたっては、 即戦力が期待されているので、 専門

的な知識・技能は、「医療」 と 「秘書業務」 との両面から、
体系的に教育を行っておくことが有効である。

キーワード：医療秘書，医療機関，研究者，教育，雇用

１． はじめに

　

医療秘書の研究は、 先ず医療秘書の実態について明ら

かにすることから始まる。 企業などビジネス系の秘書を

対象とした実態調査報告はすでに多くなされているが、

医療秘書を直接の対象とした調査ｏ報告は管見する限り

少ない（１）。 調査数は限られているが、それらの調査から、

医療秘書教育のあり方は大きな課題であることが窺われ

る。

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　

．‐

　

現代の医療現場は、 医療機関同士の連携強化や良質な

医療提供が一層求められる時代へと大きく転換を迫られ

てきており、 種々の医療情報を結びつけ、 それら情報の

円滑な活用を図るために、 専門職としての医療秘書がま

すます必要とされてきている。例えば、聖隷浜松病院（静

岡県浜松市） では、 医療秘書は１９９２年には１３人であっ

たが、２００１年では２６人、２００７年には５２人に増加 して

いる。 また、２００８年１月、 厚生労働省は中央社会保険

医療協議会診療報酬基本問題小委員会において、 医師の

事務作業の負担を軽減する職員を配置することを診療報

酬で評価する 「医師事務作業補助体制加算」 の要件が提

示され、 了承された。 これを受けて、 大阪府では２００８

年度から府立病院に、 その職員として医療秘書を導入す

る方針を発表、飯塚病院（福岡県飯塚市）では「ＤＳ（ｄｏｃｔｏｒ

ｓｅｃｒｅｔａｒｙ）」 という名称で１６名雇用するなど、 医療秘書

を導入する動きが全国的に活発化している。 医療秘書の

導入により、 医師の業務負担が軽減されたとの報告もな

されており （遠藤、２００８）（２）、 医療秘書という職種が

医療現場において定着しつつあることが確認できる。

　

医療秘書教育の体系化をはかり、 その教育を実践する

ためには、 医療秘書研究が必要不可欠である。 そこで今

回、 われわれはわが国における医療秘書の事象研究を進

展させ、 将来的に医療秘書教育モデルとしての 「医療秘

書人材育成プログラム」 を作成することを目標に、 全国

７，８６８人を対象とした郵送調査 （一部ヒアリングを含む）

を実施し、 そこから医療秘書の実態を把握することを試

みた（３）（４）（５）。 本稿は、 その結果のうち、 研究者の秘書

について考察するものである（６）。 ただし、 本調査は医師

事務作業補助体制加算の導入が明らかではない時点で実

施されたため、 その点は本稿に反映されていない。

２． 調査方法

本調査は、 質問紙とインタビューにより行われた。

２
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質問紙調査

（１） 調査対象

　

医療秘書について、 医療機関の経営者などの秘書と、

医学部あるいは大学病院などの教授・医局の秘書という

二つの面から分析するため、 医療機関のうち、 病院を調

査対象とした。

　

また、 質問紙調査の対象者は、 医療機関の管理者と大

学 （医学部） の研究者とした。 病院管理者については、

病床数１００床以上の医療機関 （ただし、精神病院を除く）

を抽出した４，４２７件、大学（医学部）の研究者については、
『医育機関名簿２００５‐０６』 より、 看護系学科を除いた医学

系の臨床および基礎の教授３，４４１件を対象に郵送調査を

おこなった （総数７，８６８）。

（２） 調査方法

①調査対象者：本調査は、 医療秘書を 「医師の秘書で

ある」 と定義した上で実施した。 調査対象は管理者宛と

研究者宛との２種類である。管理者を対象としたものは、
上記の調査対象病院の病院長・事務部長 （事務長） 宛に、

また、 研究者を対象としたものは、 上記の調査対象機関

の教授宛に、 調査用紙１部を挨拶状および返信用封筒と

ともに同封して郵送した。 いずれも、 記入の上、 郵送に

て返送するよう依頼した。

②調査時期：２００７年３月１日に発送し、 同年３月２３

日を回収期限とした。 最終的には、４月１７日までに提

出された調査用紙を有効回収分とした。

③回収状況：図表１に示すように、 管理者５３３件 （回

収率１２．０％）、 研究者６７８件 （回収率１９．７％） から回答

を得た。 有効回答率は管理者１１．８％ （５２２件）、 研究者

１９．４％ （６６８件） であった。 なお、 この回収率は必ずし

も高いものではないが （林

　

２００６を参照）、 前掲の医療

秘書を対象とした全国調査よりもかなり高く、 郵送調査

として先行研究との対比でいえばおおむね妥当なものと

考えられる。

（３）調査内容

　

質問内容は、 医療秘書の概要、 医療秘書の業務、 医療

秘書の採用などについてであ，り、 研究者対象の調査内容

の概略は以下のとおりである。

　

① 研究者の秘書の概要：医療秘書の存在、 雇用形態

　

② 医療秘書の業務：医療秘書の業務内容、 医療秘書

　　

の知識・技能・資格、 医療秘書の適性・資質、 医

　　

療秘書の職務内容の変化

　

③ 医療秘書の採用：医療秘書の採用計画など

２．２ インタビュー調査

　

回収された質問紙の中から、 まず、「現在、 医療秘書

を配置している」「医療秘書に対してのなんらかの提案

がある」 などを条件として選択した。 さらに組織体制・

立地条件などを考慮した上で、 研究者インタビューの対

象として５名の医学部教授を選 び、２００７年１１月 ～１２

月の間に調査を行った。 対象者の所属は、 国または国立

大学法人３件、 公立大学１件、 私立大学１件である。

３． 調査結果

３．１

　

質問紙調査

　

研究者宛の質問紙調査において、 医療秘書の業務内容

などを分析し、 その特徴を抽出するにあたり、 ①研究者

（医学部教授）が診療などに直接携わっている場合を「臨

床群」、 携わっていない場合を 「非臨床群」 と分類した。

また、 ②秘書の職名による分類 （教授秘書ｏ医局秘書）

を行った。 ①の分類を行ったのは、 診療に直接関わって

いるか否かにより、 教授自身が行っている仕事内容に差

があり、 それが医療秘書の仕事内容に反映されることが

予想されるためである。 また、 ②の分類は、 教授秘書は

図表１

　

調査票の送付状況と回収数

送付先 郵送数 回収数／回収率 有効回答数／有効回答率

管理者 ※１ ４，４２７ ５３３（１２．０％） ５２２（１１．８％）

研究者 ※２ ３，４４１ ６７８（１９．７％） ６６８（１９．４％）

総数 ７，８６８ １，２１１ １，１９８

※１病院管理者：院長または事務長 （１００床以上）
※２『医育機関名簿２００５‐０６』（羊土社） 看護系学科を除く、 医学系の臨床および基礎での

　　

医学部教授を抜粋

３
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「秘書：上司＝１：１」 であることに対し、 医局秘書は 「秘

　　　　

以下、 調査内容の概略に沿って述べる。

書：上司＝１：複数、 もしくは、 複数：複数」 という関

　　　

①研究者の秘書の概要，

係であることから、 業務内容にも相違があると考えたた

　　　　

「医療秘書を 『医師の秘書である』 と定義した場合、

めである。 なお、 今回の調査は、 ケースワイズを用いて

　　　

貴部署には、 この定義に該当する医療秘書職がありま

分析した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

すか」 という質問に対し、 「ある」 が６４％、 「ない」 が

　

回答者の属性を図表２に示す （Ｎ‐＝６６３）。

　　　　　　　　　

３６％であった。

　

また、「秘書を使った経験がある」 と回答したのは、

　　　　

次に、 医療秘書の雇用形態については、 図表３の結果

５０２人であった （Ｎ＝６５８）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

を得た。 臨床群では、正規職員として雇用する率が低く、

図表２

　

回答者の属性 （人）

職位 臨床群 非臨床群 男 ．

　

女

教授 ３６４ ２１３ ５５８ １９

医局長 ５８ ２ ５５ ４

その他 １６ １０ ２１ ６

合計 ４３８ ２２５ ６３４ ２９

図表３

　

医療秘書の雇用形態 （複数回答可：件数）

正規職員 派遣職員
として大

学が雇用

研究費で
雇用する
臨時職員

医局など

の部署単
位で雇用
する臨時
職員

外部資金
での雇用
による臨
時職員

その他 合計

臨床群 １１２ ３６ １０１ １６５ ６０ １９ ４９３

非臨床群 ４８ １０ ２７ １８ １９ ７ １２９

図表４

　

医療秘書の学歴：臨床ｏ非臨床別 （複数回答：件数）

大学院 大学 短大 専門学校 高校 その他 合計

臨床群 １０ ３０５ １３０ ４０ ６３ ２ ５５０

非臨床群 ７ ６３ ２６ ９ １６ Ｉ １２２

合計 １７ ３６８ １５６ ４９ ７９ ３ ６７２

図表５

　

医療秘書の業務内容 （教授秘書と医局秘書）

　　

教授秘書

　　

．

　　　　

（複数回答可，件数）

　　　　　　　　

医局秘書

　　　　　　

（複数回答可件数）

　　　　　　　　　　　　　

１００

　　　　

１５０

　　　　

２００

　　　　

２５０

　　　　

３００

　　　　

３５０

　　　

０

　　　　　　　　　　　

１００

　　　　

１５０

　　　　

２００

　　　　

２５０

　　　　

３００ ３５０
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わが国における医療秘書職の実態調査

　

研究者を対象とした全国調査を中心に

多くの場合、 臨時職員・派遣職員としての雇用であるこ

とが分かる。

　

また、 医療秘書の専門性について、 学歴について質問

したところ、 図表 ４の結果を得た。 一つの部署に複数の

医療秘書がいる場合があるため、複数回答となっている。

臨床群・非臨床群とも 「大学」 卒業者の割合が高くなっ

ている。 なお、 それぞれの専門分野や取得資格について

は非常に幅が広く、 集約が不可能であった。

②医療秘書の業務

　

「医療秘書がいる」 との回答者に対する質問で、 業務

内容を項目別に分析した結果を示す （図表５）。 教授秘

書については、 一般的な秘書業務の他、 研究・教育に関

する業務が頻繁に行われていることが分かる。 なお、 診

療関係の補佐業務が少ないのは、 診療の場においては、
別の担当者が業務を行っているため、 と考えられる。 医

局秘書については、教授秘書と同じような傾向を示すが、
相違点として 「会計管理」「医局管理」 の項目が増加し

ている点が挙げられる。 これは、医局の業務としての「研

究費などの会計処理」 などが含まれてくるためと考えら

れる。 外部資金を使っての研究が頻繁に行われ、 その厳

密な管理が必要とされるためである。

　

次に、 医療秘書に 「望まれる知識・技能・資格」 につ

図表６

　

医療秘書に望まれる知識・技能・資格：医療秘書職に就く時点で必要なもの （件数）
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図表７

　

医療秘書に望まれる知識・技能・資格＝医療秘書職に就いた後に伸ばして欲しいもの （件数）
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図表８

　

医療秘書に望まれる適性ｏ資質 （４段階尺度：件数）
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いて、 それぞれの項目の必要度について４段階尺度によ

り回答を得た。 図表 ６は医療秘書職に就く時点で必要な

ものであり、 図表 ７は医療秘書職に就いた後に伸ばして

ほしいものである。「ＩＴ活用能力」，「ワープロ」「表計算」

「一般的な教養」 の必要度が高く、 両者に共通している。

その他の点について見ると、 語学力については、 就く時

点で身についていることが望まれ、 その後の伸びはあま

り期待されていない。 専門的な語学知識 （医学英文） や

医学的知識は、 それぞれの研究者の専門分野によって異

なるため、 職に就いた後で、 それぞれの分野に合わせて

専門的な知識を増やしてほしいと考えられているようで

ある。 また、 経理 （簿記など） や会計 （財務関係） に関

するものも、 職に就いた後に伸ばして欲しいものとして

考えられている。

　

図表 ８に医療秘書に望まれる適性ｏ資質を分析した結

果を示した。 この設問では、 必要度について、４段階尺

度により回答を得た。 医療秘書職の有無に関わらず、 共

通して値の高い項目は「凡帳面さ」「対人関係力」「注意力」

「時間管理能力」 などであった。 これらの項目は、 森脇

（１９９８） の表現を借りれば、 初級秘書に求められるもの

であると考えられる。 これに対し、 値の低い項目の 「国

際感覚」「企画力」「リーダーシップ」 などは、 上級秘書

に求められるものである。 秘書に求められる適性ｏ資質

や能力は、 初級秘書から上級秘書へと段階的に変化して

いくが、 ここで、 初級秘書的能力に関連する項目の値が

高くなっているのは、 質問時に 「医療秘書を採用する場

合」 という条件を付けているためと推測される。

今後、 医療環境の変化に伴い、 医療秘書職の職務内容

は変化するか、 しないか、 という質問には、「変化する」

との回答者は４８％、「変化しない」 は１２％、「分からない」

が３６％であった。

また、「変化する」 と回答した回答者に、 変化の内容を

自由に記述してもらい、 回答された自由記述の内容を、

研究ｏＩＴｏ国際性ｏマネージメ ントｏ診療情報ｏ医療の

分野に関連づけて 戦ｕｓｔｉａ（ジャストシステム社製テキス

トマイニングｏソフト） を使用して分析を行った。 なお、

各分野に関係するキーワードは、 全回答を確認後抽出し

た。 図表 ９は、 臨床群と非臨床群に分けた分析である。

数字は、 それぞれの項目に関連していると判断された回

答の件数を指す。１件の回答で複数の分野に該当するも

図表９

　

変化する内容 （臨床ｏ非臨床）
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わが国における医療秘書職の実態調査

　

研究者を対象とした全国調査を中心に

のも含まれる。 これらから、工Ｔと国際性に関連した回答

の比率が大きいことが分かる。 また、 臨床か非臨床かに

よって、 診療情報に関する職務内容変化への認識が大き

く異なることが分かる。

　

変化する理由は、「ＩＴ化によるデータマネジメント力」

や 「国際化による語学力」 が必須となっていくであろう

ということである。 反対に、 変化しない理由は、 「医学

部の体制や研究室のあり方は変化するとは考えにくいた

め」 などがあげられた。 しかし、 本調査の時期 が２００７

年３月 であるため、 医療ｏ診療情報に関する医療秘書

の職務内容の変化予想については、２００８年現在の状況

を表していないと考えられる。 また、 本調査は、 研究者

を対象とし、 大学に所属する医療秘書について質問する

という形で実施しているため、 診療現場に関する変化に

ついては回答者があまり意識していないものと考えられ

る。

③医療秘書の採用：医療秘書の採用計画など

図表１０は、「医療秘書がいない」 と回答した回答者への

質問で、 医療秘書がいない理由を尋ねたものを、 臨床群

（４３９件）ｏ非臨床群 （２２６件） に分けて分析した結果で

ある。 臨床群の場合、「雇用するための予算がない」「他

の部署の職員が兼務」 という順序であるのに対し、 非臨

床群の場合は、「医療秘書がいなくても、 仕事は十分に

こなせる」「雇用するための予算がない」 という順序で

あった。 これについては、 臨床群ｏ非臨床群で、 取り扱

う業務の種類および量に違いがあることや勤務形態の違

いなどが関係すると推測される。 例えば、 非臨床群の回

答者には、 基礎系・実験系の仕事が多く、 いわゆる 「秘

図表１０ 医療秘書がいない理由

臨床群

非臨床群

書」 に直接まかせる仕事が現時点では少ないと考えられ

る。 しかし、 両者とも、 人件費に対する予算がないこと

が、 医療秘書がいない大きな要因の一つとなっているこ

とは明らかである。

④４年制大学で行う医療秘書教育への意見など

　

．‐

　

質問紙の最後に行った自由記述の意見の中から「教育・

資質などに対するもの」、「医師ｏ医療に関連するもの」

についての抽出を試みた。 まず、 教育ｏ資質などに対す

る希望としては、「秘書」 としての専門的な能力、 資質

の高い人材の養成、 対人関係に配慮のできる人柄ｏ人間

性ｏ社会性の育成一１Ｔや国際化への対応、 その他多彩な

業務内容に柔軟に対応できる人材の養成があげられた。
また、 医療制度、 医学的基礎知識、 医学教育制度などに

ついての知識も必要とされている。 実際に、 研究者の秘

書としての仕事を行うには、 これらの項目は必須条件で

ある。 特に、ＩＴの技能や医療関係の知識がなければ仕事

ができないと言ってよいだろう。

　

また、 医師ｏ医療に関連するものについては、 多忙な

医師のサポートが希望としてあげられ、 診療の場への導

入 （例：文書作成、 電子カルテ入力、 ディクテーション

など） を希望する意見もあった。

３．２ インタビュー調査

　

今回のインタビュー調査では、 医療秘書の職務内容、
雇用について、 必要な資質と教育などの点について質問

した。 対象者の所属については２．２で述べたが、 それぞ

れの施設、機関の性格などによる違い （地域、設立主体、
研究、 財源など） に注目した。５名のインタビュー対象

者の所属は、ＡｏＢｏＣ：国および独立行政法人、Ｄ：公

立医科大学、Ｅ：私立医科大学、 である。

　

なお、インタビュー内容は、以下の４項目（①環境変化、
②雇用、③人材教育、④展望） を中心にして行ったので、
それぞれの観点からの医療秘書の現状や展望などを分析

する。

①「環境変化」の観点

　

医療界においては、 医療崩壊が叫ばれ、 医師不足や医

局制度が機能しなくなったなどの環境の変化が生じてお

り、 それが医療秘書を取り巻く環境になんらかの影響を

及ぼしているかどうか、 との質問を行った。

　

その結果、 研修医制度や国立大学の法人化などによっ

因自分の求めるレベルの医療秘書に適した人材が見つからないから
口医療秘書がいなくても、仕事は十分にこなせるから
口雇用するための予算がないから
自他の部署の職員が兼務しているから
臼その他
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て、 医局制度に変化が見られる。 しかし、 医療秘書に関

しては、それによる変化はあまりないとの認識であった。

しかし、 医師の診療外業務や書類処理が増えており、 そ

れを肩代わりしてくれる人材を求めているが、 費用の捻

出が困難であるという状況も窺えた。 一方、 研究費など

に余裕があるところでは、 比較的自由に使うことができ

る。
ー

② 「雇用」 の観点

　

医療秘書の労務の面から、 募集・採用・雇用形態・処

遇などについての質問を行った。 まず、 国および独立行

政法人である医学部では、 公務員として正規の職員を雇

用できる場合もあり、 その際には比較的長期間配属され

る。 しかし、 事務職員ということになるので配置転換も

ありうるし、 医療秘書としての専門的な仕事をしてもら

えない状況がある。 したがって、 公的機関であっても、

医療秘書としての専門性の高い仕事をしてもらう場合に

は、自由度の高い「研究費」を使って雇用している。 また、

今回インタビューした公立ｏ私立の医科大学においても、

研究費での雇用となっている。

　

正規の職員ではなく、 研究費などでの短期的雇用とい

うことになると良い待遇を保証できないので、 多くのこ

とは期待できないというジレンマを抱えていることも窺

えた。 例えば、 医師本来の仕事に専念するためにも、 事

務的な仕事は医療秘書に任せたいが、 そのためには、 短

期的な雇用形態ではなく、 責任を持って仕事を継続でき

る人に任せたいという期待が感じられた。

　

採用にあたっては、 社会経験や社会性も重要視される

項目の一つに入っている。 年齢的なものについては比較

的制限がゆるく、 経歴・能力・資格ｏ資質などにより総

合的に判断される。

③ 「人材教育」 の観点

　

まず、 医療秘書教育に対して、 どのような期待がある

かとの質問を行った。 医療秘書には、 コミュニケーショ

ン能力が備わっているのは基本であり、 就職時点以前に

即戦力と高い実践力を獲得していることが期待されてい

る。 また、 生涯教育という視点での学習の場というニー

ズもあることが分かった。

　

次に、 医療秘書に求められる能力や資質および仕事内

容や役割とはどのようなものと考えるか、 との質問を

行った。 医療秘書に求められる能力や資質、 役割、 ある

いは仕事の進め方などは、 秘書の所属先 （上司） に依存

するが、 まず秘書としての素養を身につけておくことが

基本である。 臨機応変な対応が必要なスケジュール調整

に対する期待値は高い。 また、 医局の経費管理などのた

めに、 簿記の能力も求められることがある。

　

その上で、 「語学力」 については、 上司である教授の

活動範囲に影響され、 海外での学会活動などが多い場合

には期待値が非常に高くなる。「ＩＴ活用能力」については、

入力作業やインターネットの活用が求められることは同

様であるが、具体的なものとなると、上司の考え方によっ

て要求度・内容が異なる。 入力作業に関しては、 論文作

成や外来業務など場面は違っても医療秘書への期待は高

い。 ワープロ、表計算、 プレゼンテーション、データベー

スは必要度が高く、 その他に画像処理やｗｅｂサイト管

理なども求められる場合がある。

　

「医学知識」 は、 基本的なところができていればよく、

後は必要に応じてＯＪＴで習得できると考えられている

ようであるが、 基本的レベルをどこに置くかという点に

ついては、 かなりの開きがある。 事前に基本的な医学知

識、 医学用語 （日本語・英語） を習得しておけば、 各科

の専門性に合わせた応用は利きやすく、 業務もスムーズ

に進むであろう。 なお、 医学知識とともに、 医学・医療

に関わる者としての強い倫理観が求められている。

④ 「展望」 の観点

　

今後、 医療秘書あるいは医療秘書教育に望むことにつ

いて質問を行った。 医療現場においては、 専門職として

の医療秘書のニーズはあるが、 人件費の問題がそれを阻

害する要因として働いている。

４． 考察

①調査結果から

質問紙調査およびインタビュー調査から、 医療秘書の

業務内容および期待・ニーズなどに対する医療秘書教育

のポイントをまとめると、 人間性ｏ社会性・教養・語学

力。専門性 （医療分野）、 守秘義務などの点があげられ

る。 これらの中で、 多くのものは従来からの秘書教育・

ビジネス実務教育の中に含まれているが、 医療を取り巻

く環境の変化・リスクへの対応などを考えた場合、 いっ

そう専門的な教育が望まれるであろう。 また、 自由記述

８



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

わが国における医療秘書職の実態調査

　

研究者を対象とした全国調査を中心に

部分を詳細に見ていくと、 回答者の述べる 「教養」 と筆

者らが考える教養との間には、 意識のずれがある場合が

ある。 すなわち、 回答者は、 秘書の行っているいわゆる

一般的な業務内容を「教養」と捉えている可能性もある。

従来は一般的な教養のうちであったかもしれないが、 現

在では基盤としている知識などが異なるため、 体系的な

教育を行うことが必要である。 他の専門教育を受けた人

にとっても、 医療秘書業務の専門教育を受けることは、
業務の効率化にも繋がり、 有意義である。

　

また、 医療秘書の仕事における変化の内容を問うた設

問における臨床群の回答には、 外来などでの診療情報管

理 （電子カルテ入力など） に対する職務を期待する傾向

が若干ながら見受けられる。 これは、 厚生労働省の提示

する医師の負担軽減のための方策（７）としての事務担当者

への業務の一部委託につながるが、 実際に、 このような

業務を効率的に行うためには、 それぞれの診療科におけ

る専門性を含む医学知識が必要であり、 体系的な教育が

望まれる。

　

さらに、 上司として医療秘書を使いこなすためには、

上司にも秘書使用能力が必要であり、 単なる 「手伝い」

と捉えていると、 秘書は実力があってもそれを発揮でき

ない。 また、 実力のない人を採用してしまうと、 それが

医療秘書としての通常の状態ｏ能力だと思ってしまう可

能性があり、 その場合は医療秘書の取り扱う業務内容の

範囲が必然的に狭まることになる。 今後、 医師が、 海外

留学経験などを通して医師と医療秘書との良好なパート

ナーシップを目の当たりにする機会が増えれば、 医療秘

書の業務内容も広がり、 医師のより良い補佐ができるの

ではないか。

②雇用の確保について

　

医療秘書の採用に関しては、 雇用に関する問題を解決

することが重要である。 それには、（１）人件費、（２）安定

した雇用 （正規採用）、（３）任期・継続年数の三つの要素

がある。

　

（１）人件費に関しては、 外部研究費などの予算を確保

できる部署、組織として医療秘書の採用が可能な部署は、

費用の確保という問題をクリアしやすい。 しかし、 研究

者の医療秘書については、 基本的に直接収入を生み出す

（診療報酬を得られる） 職種ではないため、 医療秘書に

対する付加価値を高め、 費用を支出することに対して雇

用者が納得するものを示さなければならない。

　

（２）安定した雇用については、 その確保のために、 医

師の活動を補佐する専門職種としての医療秘書の有効性

を雇用者に対して示すことが必要と考えられる。 単なる

事務作業の補助だけではなく、 情報を的確に扱うことの

できる人材は、 医師の業務の負担軽減だけではなく、 研

究・診療における医師のパートナーとして、 医学・医療

の発展や社会的貢献に寄与することができる。

　

なお、２００８年４月から算定可能となった 「医師事務

作業補助体制加算」 が追い風となる可能性が感じられる

が、 医師事務作業補助者の担当する仕事は医療秘書の業

務の一部であると考えられるので、 運用にあたっては、

各施設・機関による違いが大きくなることが考えられる。

　

（３）任期ｏ継続年数については、 人件費を抑えるため

に短期雇用をされるケースが少なくない。 しかし、 それ

は、 やっと仕事を覚えたところで、 人が交替するという

状況になり、結果的に仕事の効率が下がることに繋がる。

したがって、 被雇用者のみならず、 採用側にとっても、

医療秘書が長期的に仕事を続けることのできる環境を保

証することは望ましいものであると考えられる。

　

なお、 現在の状況では、 他の職種、 もしくは一般企業

における秘書職と異なり、 研究機関における医療秘書の

キャリアラダーは非常に乏しいと言える。 医師が医療秘

書に要求するものが高いのに比較して、 将来の見通しが

きかない状態では、 モチベーションを持ち続けることは

難しい。 今後は、 医療秘書がステップアップできる仕組

み、 もしくは雇用条件で十分に報われる仕組みが必要で

あろう。

③今後の医療秘書教育について

　

研究者の秘書であっても、 患者の個人情報などに接す

る機会は多く、 他の医療系職種と同様、 医療に対する責

任感と倫理観が必要とされる。

　

また、 医療秘書の採用にあたっては、 即戦力が期待さ

れているので、 専門的な知識・技能は、「医療」 と 「秘

書業務」 との両面から、 体系的に教育を行っておくこと

が有効である。

５． おわりに－今後の展望－

わが国の医療機関における医療秘書の形態や業務内容
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などについては、 先述したようにいくつかの調査研究が

なされている。 しかし、 数量的・実証的な裏付けの検討、

あるいは個別事例の指摘と理論的考察については未着手

といってよい。

今回の調査では、 決して十分とはいえないが、 企業秘

書とは異なる医療秘書の特徴が見いだされた。 また同時

に、 医療秘書の業務内容や雇用における問題点などを確

認することができた。

今後、 企業秘書の研究データにもみられるような、 同

一医療機関の上司 （＝管理者や医師） と部下 （＝医療秘

書） の双方から回答を得ることにより、 双方の回答を対

応づけ、 認識のズレを抽出することが可能となる。 その

ことで、 企業組織の特徴とも対比させ、 医療秘書の実態

について、 より一般性の高い具体的な知見の提供、 さら

には医療秘書教育モデルとしての 「医療秘書人材育成プ

ログラム」 の作成を目指したい。
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